
１．児童虐待防止対策について

児童虐待防止対策等について（案）

○ 児童虐待の問題は、平成２５年度における児童相談所の相談対応件数が、73,802件と過去最高

となっており、また虐待により死亡に至る事例も100件前後で推移している等、依然として深刻な

状況にあり、また、居住実態が把握できない児童への対応も喫緊の課題となっていたところである。

○ このような状況を踏まえ、本年８月２９日に児童虐待防止対策に関する副大臣等会議を開催し、

１． 厚生労働省を中心に、実効的な児童虐待防止対策の構築に向けた検討に着手するとともに、

児童虐待防止対策について関係省庁が連携して対策を強化すること。

２． 居住実態が把握できない児童について、政府一体となって全力で把握に努めること。

３． 年内を目途に一定のとりまとめを行うこと。

の対応方針を申し合わせた。

○ これを受けて、居住実態が把握できない児童への取組みと併せて、児童虐待を未然に防ぐと

ともに、虐待を受けたとしても重篤化する前に迅速に発見し、的確に対応するための対応策に

ついて、関係省庁で連携して検討を行うとともに、厚生労働省において、同年９月１９日に社会保障

審議会児童部会の下に設置した児童虐待防止対策のあり方に関する専門委員会においても、

関係省庁の参加のもと、５回にわたる議論を行い、同年１１月２８日に「これまでの議論の

とりまとめ」（参考）を行ったところである。

○ 今般、当副大臣等会議においては、厚生労働省が設置した社会保障審議会児童部会児童

虐待防止対策のあり方に関する専門委員会による「これまでの議論のとりまとめ」を踏まえ、

下記の５項目を中心に、関係省庁で連携して速やかな実施に向けて取り組むべき対応策に

ついて、別添１のとおりとりまとめた。

Ⅰ．妊娠期からの切れ目ない支援のあり方

Ⅱ．初期対応の迅速化や的確な対応のための関係機関の連携強化

Ⅲ．要保護児童対策地域協議会の機能強化

Ⅳ．児童相談所が、虐待通告や子育ての悩み相談に対して確実に対応できる体制整備

Ⅴ．緊急時における安全確認、安全確保の迅速な実施

平成２６年１２月２６日
児童虐待防止対策に
関する副大臣等会議
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２．「居住実態が把握できない児童」への対応について

○ 「居住実態が把握できない児童」への対応については、児童や児童の属する家庭が、特に支援

を必要としている場合もあることから、早急に児童の所在を明らかにし、その状況等を把握する

必要があるため、同年１１月１３日の当副大臣等会議において、厚生労働省が実施した調査

結果を公表するとともにその結果を踏まえ、関係省庁が連携して取り組むべき対応策を

とりまとめた。（別添２）。
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＜速やかな実施に向けて取り組む主な対応策＞

妊娠期からの切れ目ない支援

虐待による死亡事例における０歳児の割合は44.0％（心中を除いた死亡事例）を占め、とりわけ
０日児死亡事例は17.2％を占める。また、その０日児死亡事例では、望まない妊娠の占める割合が
71.3％となっている。（※）

死亡事例の背景としては、母親が妊娠期から一人で悩みを抱えていたり、産前産後の心身の不調や
家庭環境の問題が指摘されている。これらを踏まえ、妊娠期からの切れ目ない支援のため、以下の
取組を実施する。
（※）「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」（社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護

事例の検証に関する専門委員会）第１次報告から第10次報告の集計

① 妊娠から出産・子育てに至る切れ目ない支援の仕組み

◇ 妊娠期から子育て期にわたる総合相談や継続的支援を実施するため、妊娠・出産包括

支援事業の充実（※１）及び利用者支援事業の活用を促進【厚生労働省】

◇ 精神科医療機関と産科医療機関や小児科医療機関との間の情報共有を促進

【厚生労働省】

② 妊娠期からの相談しやすい体制の整備

◇ 行政がこれまで以上に医療機関から特定妊婦（※２）に関する情報を入手し、支援に

つなげることを可能とするため、医療機関による特定妊婦に関する情報提供を市区町村へ

行うことが、刑法第134条（秘密漏示）や個人情報保護法第23条（第三者提供の制限）等

に抵触しないこと及び特定人に関する情報の医療機関から行政への積極的な提供に

ついて周知 【厚生労働省】

◇ 特定妊婦のみならず、見守りなど一定の支援が必要な妊婦についても、妊婦本人の

同意を得た上で、医療機関が、直接妊婦に関する情報を自治体へ提供し、また、自治体

から支援の状況について医療機関へフィードバックする双方向の仕組みを推進

【厚生労働省】

◇ 学習指導要領に基づき、児童生徒の発達の段階を踏まえた性に関する指導を充実

【文部科学省】

③ 支援が必要な家庭の情報を共有して支援につなぐ仕組み

◇ スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラー配置の充実【文部科学省】

◇ 保育指針において、保育所から就学先となる小学校へ送付されることとなっている

保育所児童保育要録における「養護（生命の保持及び情緒の安定）に関する事項」欄に、

児童虐待に関する情報が確実に記載されるよう徹底【厚生労働省】

◇ 進学・転学等の際の学校等の間の情報共有や、学校と児童相談所等関係機関の連携の

促進、適切な通告の実施などについて改めて周知徹底【文部科学省】

（※１）平成２６年度中に着手

（※２）出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦

【別添１】
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初期対応の迅速化や的確な対応のための関係機関の連携強化

「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」の報告書では、市町村と児童相談所の双方が
相手方の支援を期待してしまい、対応が後手に回ってしまったなど、それぞれの役割を十分に果たし
得なかった結果、重大な事態を招いた事例が散見されている。また、同報告書では、市町村や児童
相談所が受けた相談について十分なアセスメントが行われず、虐待の危機感を持たないまま重大事態に
至った事例も見られた。こうしたことからも迅速、的確に初期対応が行われるような取組が求められる。

一方、市町村や児童相談所の体制については、一人の職員が対応できるケースには限界がある中で、
そもそも相談件数に比して、充分な人員体制が整っていないことや専門性の高い職員が不足していること、
さらには、研修の機会が少ないことなどが指摘されている。これらを踏まえ、初期対応の迅速化や的確な
対応のための関係機関の連携強化のため、以下の取組を実施する。

① 見落としや初期対応の遅れをなくすための関係機関の連携

◇ 遅延なく初期対応を実施するために、共通アセスメントツールを整備

（児童相談所と市町村において、児童虐待の内容や世帯の状態、緊急度等を表す共有

ランク表を整備）【厚生労働省】

◇ 見落としや抜け落ちを防止するため、職種別、介入時点別に応じた、子どもの安全確認や

安全確保、児相・市町村・警察の連携、協力体制の要点等を整理したマニュアルを作成

【厚生労働省】

◇ 子どもや家庭に関する最新情報を確実に把握できるようにするため、要保護児童対策

地域協議会の情報共有モデル事業を創設【厚生労働省】

◇ 切迫性、危険性の判断能力向上に資するための警察官OB等の配置については、自治体

からの相談や要望に応じて、積極的に対応【警察庁】

② 市町村と児童相談所との役割分担の明確化と必要な支援を実施できる体制強化

◇ 市町村と児童相談所の役割分担を明確化するため、マニュアルを整備【厚生労働省】

要保護児童対策地域協議会の機能強化

要保護児童対策地域協議会（以下「協議会」という。）は、支援が必要な子どもの状況や対応について、
地域の関係機関間で情報を共有し、支援の内容を協議することを目的としている。

「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」の報告書によると、死亡事例の中には協議会
に要保護児童として登録されていなかったり、登録されていても関係機関間での情報共有や役割分担が
十分に行われていない事例が見受けられた。一方、市町村によっては協議会の実務者会議において
進行管理する事例数が年々増加し、個々の事例について十分な検討を行う余裕がない状況にあることが
指摘されている。これらを踏まえ、要保護児童対策地域協議会の機能強化のため、以下の取組を実施
する。

① 要保護児童対策地域協議会参加機関が役割分担による支援を迅速かつ確実に実施する

ための工夫

◇ 要保護児童対策地域協議会の好事例集の作成【厚生労働省】

② 協議会調整機関の専門性強化と支援の役割分担の明確化

◇ 支援内容が重複する場合等に要保護児童対策地域協議会調整機関が優先して対応

すべき支援機関を選定する際の判断がより円滑に行えるよう機能を強化【厚生労働省】

◇ 支援に関する一定の判断をする際の外部有識者の活用を促進【厚生労働省】
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児童相談所が、虐待通告や子育ての悩み相談に対して確実に対応できる体制整備

平成25年度における児童相談所の児童虐待相談対応件数は、平成11年度に比べて約6.3倍であるの
に対して、児童福祉司の配置人数は同期間に約2.3倍となっている。また、児童心理司の配置人数は
児童福祉司の配置人数の44.5％（平成26年４月1日現在）となっている。

厚生労働省は、より相談しやすくするため、児童相談所全国共通ダイヤルの３桁化を検討しており、
こうした動きも踏まえた夜間休日を含む対応体制を強化することが課題。

また、児童相談所が介入によって保護者と対立した後では、長期にわたる継続的な支援に移行する
際に、保護者が支援を受け入れにくいという課題がある。これらを踏まえ、児童相談所が、虐待通告や
子育ての悩み相談に対して確実に対応できる体制整備のため、以下の取組を実施する。

① 児童相談所が専門的な支援を確実に行えるための体制強化

◇ 児童相談所への相談をよりしやすくするための児童相談所全国共通ダイヤルの３桁化

（※）【厚生労働省】

◇ 児童相談所の夜間休日対応のための体制強化【厚生労働省】

◇ 児童相談所の業務について、例えば夜間休日対応を民間団体に委託する等、民間団体

等への委託を積極的に進めるよう、事例集等を作成【厚生労働省】

◇ 児童相談所や市町村の人員体制の強化【厚生労働省】

◇ 緊急時の援助要請に基づく執行力を向上するために、児童相談所と警察の一層の相互

理解と連携強化を促進【厚生労働省・警察庁】

② 専門的な支援を効果的に行うための役割分担の明確化

◇ 要支援の事例では、利用者支援事業のケース会議に確実に引き継ぎ、分担して対応する

ことを促進【厚生労働省】

（見守りや相談、助言等により対応が可能な事例については、利用者支援事業のケース

会議により支援等をフォロー）

◇ 児童相談所が、より困難ケースを受け止められるよう、予防や軽度な支援が必要な

ケースについては地域子育て支援拠点事業や利用者支援事業の積極的な活用を促進

【厚生労働省】

（※）平成２６年度中に着手
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緊急時における安全確認、安全確保の迅速な実施

出頭要求から臨検・捜索に至る手続きの実施数は、平成20年度から平成25年度までの６年間で、出頭
要求が187事例、再出頭要求が19事例、臨検・捜索は７事例となっている。また、臨検・捜索事例７件の、
出頭要求から臨検・捜索までの所要日数は１～70日と様々であった。
これらを踏まえ、緊急時における安全確認、安全確保の迅速な実施のため、以下の取組を実施する。

○ 臨検・捜索を迅速に執行するための工夫

◇ 児童相談所が立入調査、一時保護等を実施する際、必要と認める場合には、警察に同行

等の援助要請を行うほか、警察では、児童の安全が疑われる場合には、その権限を行使し

できる限りの措置を講ずるなど、相互に連携して、児童の安全確認・安全確保を最優先

とした対応を徹底 【厚生労働省、警察庁】

◇ 短期間で臨検・捜索を実施している実例を踏まえ、臨検・捜索の執行を円滑に実施する

ための取り組みの周知や実施のためのQ＆Ａを作成 【厚生労働省】

◇ 警察職員や児童相談所に配置されている警察官OB等が、児童相談所職員に対して

臨検・捜索等を迅速に執行するために必要な裁判所への許可状請求手続き等の知識、

書類作成、職務執行等について指導・助言を行い、更にはロールプレイ方式の実践的訓練

を実施するなどによる児童相談所職員の能力向上への協力、更なる連携強化の促進

【警察庁】

子どもの人権

◇ 全国の法務局において、人権相談所を引き続き開設し、児童虐待を含む、あらゆる人権

問題について相談に応じる。子どもたちからのアクセスがしやすいように引き続き以下の取組

を実施 【法務省】

・子どもの人権１１０番

・子どもの人権ＳＯＳミニレター

・インターネット人権相談受付窓口（ＳＯＳ－ｅメール）

◇ 引き続き、児童虐待などの情報をいち早く把握し、人権侵害の疑いのある事案については、

調査を行い、児童相談所や学校と連携をとりつつ、事案に応じた適切な措置を実施【法務省】

◇ ２１世紀の社会を担う子どもたちの人権を守るため、「子どもの人権を守ろう」を啓発活動の

年間強調事項の一つとして掲げて、積極的に様々な取組を実施 【法務省】
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○ 下記の事項についても、「社会保障審議会児童部会児童虐待防止
対策のあり方に関する専門委員会」におけるとりまとめを踏まえ、
取り組む 【厚生労働省】

◇ 取組の好事例集作成（産科医療機関とのネットワークを構築し、特定妊婦等に関する情報
提供を受け、その後の継続支援へつなげている自治体の実践例等）

◇ 妊娠に関する相談を促したり、相談窓口に関する広報・啓発を実施
◇ 取組の好事例集作成（妊娠SOS相談等）
◇ 命の尊さや妊娠・出産や避妊に関する内容に加えて「妊娠した場合の対応等について」の
広報・啓発を促進

◇ 助産施設（入院助産制度）の更なる周知
◇ 特定妊婦と同居している保護者（特定妊婦の親）等が、特定妊婦に対して健診を促したり、
保健センターや市区町村の児童福祉担当部署に連絡や相談を行うよう広報・啓発を実施

◇ 乳幼児健康診査で把握された「経過観察が必要な子ども」については今後ともフォローアップ
を確実に実施

◇ 取組の好事例集作成（乳幼児健康診査の未受診者フォローに関する取組の実践例等）
◇ 乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業の着実な実施
◇ 子育て支援員研修制度の創設
◇ インターネットや動画を活用し、最新の知見に基づく研修教材を配信する等の工夫
◇ 医師・助産師・看護師等が、特定妊婦に関する情報を行政に提供することを努力義務と

することを検討（※）
◇ 特定妊婦と同居している保護者等に対し、特定妊婦が健診の受診、保健センターや市町村の

児童福祉担当部署に対して相談することを促すこと、更には保護者等自らが相談、情報提供を
行う責務を明確化することを検討（※）

◇ 虐待の重篤化を防ぐポイント等を分析整理し、具体的改善策を自治体に提示
（施設退所後の一定期間に必要な面接頻度や安全確認方法、保護者が約束に違反した
場合の対応等）

◇ 死亡事例の検証において、発生要因の分析を深め、発生予防に向けた効果的な手法を開発
◇ 児童相談所への民間からの人材活用を促進

◇ 自治体間や公的機関同士での情報共有の促進について、個人情報保護法等の関係と併せて
周知

◇ 要支援事例について、利用者支援事業や妊娠・出産包括支援事業を積極的に活用することを
促進

◇ 調整機関が関係機関に対して必要な措置をとるよう求めることができることを明確化すること
を検討（※）

妊娠期からの切れ目ない支援

初期対応の迅速化や的確な対応のための関係機関の連携強化

要保護児童対策地域協議会の機能強化
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◇ 児童相談所への保健師等の配置について、有効事例をマニュアルに明記し積極的な配置を
促進

◇ 児童家庭支援センターの設置促進
◇ 児童相談所の調査に対する回答義務を検討（※）
◇ 安全確認や家族支援等、機能面から児童相談所の業務を分離する仕組みを検討（※）

◇ 臨検・捜索の実施状況等について調査を実施

◇ 臨検・捜索手続を見直し、立入調査や再出頭要請を経ずとも、裁判官の許可状に基づき

臨検・捜索を可能とすることを検討（※）

（※）については、厚生労働省の社会保障審議会児童部会児童虐待防止対策のあり方に関する

専門委員会において、被虐待児の自立に向けた支援策と併せて、引き続き議論

緊急時における安全確認、安全確保の迅速な実施

児童相談所が、虐待通告や子育ての悩み相談に対して確実に対応できる体制整備
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「居住実態が把握できない児童」に関する調査の結果を踏まえた今後の対応方策について

居住実態が把握できない児童

＋

＜自治体による居住実態の把握に向けた継続的な取組＞

※１ 国内に居住している可能性が高い児童
（住民票の転出届を提出せずに転出し、転出先
でも転入届を提出していない児童（家庭）等）

＜居住実態が把握できない家庭が抱える問題＞
（例）・ＤＶが原因で他自治体に転出し、そこから

再度転出する等により居所が分からなく
なり、親族も所在地を把握していない
・借金トラブルがあり居所がわからない

自治体の関係部局（母子保健、福祉、教育部門等）は、関係機関等（他の自治体、

医療機関、教育機関、警察等）の協力を得ながら調査を行う

○東京入国管理局に出国状況を照会

※効率よく照会を行うための方法等に
ついて、Ｑ＆Ａ等で自治体に周知する
ことも検討

○国内に居住している可能性が高い児童（※１）

○海外に出国等している可能性がある児童

（親族等からの情報によれば海外に出国している可能性

があるが、東京入国管理局への照会で出国確認ができ

なかった児童）（※２）

市町村間の情報共有の取組（別紙）

引き続き自治体において、児童の所在確認を行うとともに、得られた

情報や児童相談所の対応状況を踏まえて、虐待のおそれがあり、緊急

の対応が必要と考えられる場合には、警察に相談する

○虐待リスクが「ない」又は

「不明」の児童
○虐待リスクが把握されている児童

出国確認できない場合

※２ 海外に出国等している可能性がある児童

→国内に居住している可能性もあり得ることから、

国内に居住している児童と同様の取組について

も実施し、把握に努める

＜市町村から回答の多かった把握が困難な事例＞

◆二重国籍を有する可能性がある者で、住民基本台帳に

登録されていない外国名で出国している場合

（市町村では住民基本台帳で登録された氏名のみで

管理していることから、出国記録の確認が困難）

情報が得られない 情報が得られない

出

国

確

認

居 住 実 態 確 認

【別添２】
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